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おわりに
は じ め に
1960年代 に多国籍化 を果た した米国多 国籍企業(MultinationalCorporation
:MNC)は,その誕生以来,様 々な技術戦略(TechnologyStrategy)を展 開
す ることで,現 在 も強大な技術支配力を誇るに至っている。本稿では,こ うし
た米国多国籍企業の技術戦略についてその歴史的変遷を考察することで,米 国
多国籍企業の技術優位 に立脚 した米国の技術ヘゲモニー(hegemony)の構造
を解明することを試みたい と考 えている。
まず第一章では,第 二次世界大戦後の20世紀の米国多国籍企業による技術戦
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略変遷 について,技 術戦略自体をイノベーション(innovation)を目的 とした
「技術開発戦略(TechnologyDevelopmentStrategy)」と専有( ppropriation)
を目的とした 「技術管理戦略(TechnologyControlStrategy)」の二種類に大
別することで,その複雑 な流れを単純化する作業を試みる(菰田,1981;Poter,
1985;根本,1988)。すなわち,20世紀の米国多国籍企業による技術戦略変遷を,
技術開発戦略 と技術管理戦略のサイクル(cycle)現象 として捉 えることで,
理解を容易 なものとするというものである(關,2000de)。
そ して,続 く第二章では,「IT革命(lnformationTechnologyRevolution)」
によって幕 を開けた21世紀の米国多国籍企業の技術戦略について,現 時点にお
いて代表的な技術戦略と考えられる二つのケースについて取 り上げている。す
な わち,21世紀 の技術 管理戦 略の観 点か らは,従 来 の特許戦 略(Patent
Strategy)に金融工学等で利用されるポー トフォリオ理論を組み込み,最 新の
インターネットツールによってその機能性を格段 に向上 させた,「特許ポー ト
フォリオ戦略(PatentPortfolioStrategy)」を取 り上げる。同じく21世紀の技
術開発戦略の観点からは,昨 今のLinux開発 によって全世界の注 目を集めた,
「オープンソース(OpenSource)」型の研究開発戦略である,「オープンR&
D戦略(OpenR&DStrategy)」を取 り上げる。
とくに,後 者のオープンソース化の流れは,そ の根底に 「新技術やアイデア
を隠 したり特許で保護するのではなく,広 く公開して多 くの人の知恵を集めて
大きく育てる」 という考え方が存在 しているとされる(日本経済新聞,2002年
1月3日 付)。こうした新発想 に,21世紀の米国多 国籍企業による技術戦略の
未来像を見出すことがで きると思われる。
以上,こ うした米国多国籍企業の技術戦略の"過 去(歴 史)"と"現在",そ
して"未 来"に ついてそれぞれ考察を行 うことで,本稿 の結論部分では米国多
国籍企業が生み出す米国の技術ヘゲモニーの原動力 について,筆 者なりの見解
を提示す るこことしたい。
米国多国籍企業の技術戦略変遷に関する一考察
第一章20世 紀の米国多国籍企業の技術戦略
(第二次世界大戦後～1990年代)
第一節 技術開発戦略の出現(第 二次世界大戦後～1950年代)
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第二次世界大戦後の米国経済は,当 時,敗 戦後の復興途上 にあった欧州や 日
本 と比べて圧倒的な規模 を誇 り,巨額な研究開発(Research&Development
R&D)費 によって生み出される新技術 と豊かで貧欲 に新製品を求める市場
との相互作用のなかか ら,産軍複合体 を中心 とする独 占企業が次々と画期的な
イノベーシ ョンを実現 していたとされる(後 藤,2000)。
こうして,い わゆる米国経済の黄金期である,「パ ックス ・アメ リカーナ
(PaxAmericana)」が形成 されることとなるのであるが,こ の当時の米国企
業の主要な技術戦略 とは,や は り圧倒的な技術優位 を背景 とするイノベーショ
ン活動を主体 とした技術 開発戦略であったと考えることができる。
第二節 技術管理戦略の出現(1960年代)
大量生産 と大量販売の一層の拡大 によ り,次第に 「ビッグ ・ビジネス(Big
Business)」を展開するに至 った米国企業は,既 存製品系列の販売拡張や新製
品開発による国内の新市場開拓に加え,新 たに既存製品市場の地理的拡大を目
指 し始める(米 倉,1999)。す なわち,米 国産優i位技術か ら得 られる報酬 を極
大化 す るため に,当 時 のEEC市 場 を ター ゲ ッ トと した 「海外 直接投 資
(ForeignDirectInvestment:FDI)」を通 じて,米 国企業の多国籍化が本格
化したのである(Hymer,1976)。
こうした背景には,米 国国内の一層の独 占進展 と資本過剰 による国内利潤率
の低下 二これに対する対西欧直接投資の高利潤率や,反 トラス ト法(=米 国版
独 占禁止法)の 適用強化による国内市場 シェァ拡大の困難性,社 会主義諸国や
植民地諸国の隆盛 ・独立による資本主義市場の地理的狭阻化 など,複合的な要
因が挙げ られるとされる(亀 井,1996,2001)。いずれにせ よ,こ の当時の米
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国多国籍企業による主要な技術戦略の内容 とは,ま さに優位技術のグローバル
な専有 を目的 とする技術管理戦略であった と考えられ(關,1999ab,2000abc,
2001ad),具体的には伝統的な 「内部化理論(lnternalizationTheory)」の描
く 「内部市場取引(=企 業内に市場を創設 し,関連企業同士で技術移転 を行 う
こと)」を中心 とした ものであった と考 えられている(Rugman,1981;Rug-
manetal.,1985;長谷川,1998,2001)。
つ まり,外 国市場参入方式 として,「輸出(Export)」には関税や外 国為替
管理,輸 出規制といったリスクが存在 し,また 「ライセンシング(Licensing)」
には模倣や迂回発明といった 「企業特殊的優位の消散リスク」が存在するとの
考え方から,内部化理論では本社 とFDIによって設立 した海外子会社 との 「技
術取引の内部化」 こそが,優 位技術のグローバルな専有を可能とすると主張 し
ていたのである(姉 川,2000)。そして,実 際,こ の当時の米国多国籍企業の
多 くは,本社で開発 された新規技術 ・重要技術を海外移転する場合には,や は
り完全所有子会社への企業内技術移転を選好 していたことが確認されている
(Davidson,1980;MansfieldetaL,1982)。
第三節 技術管理戦略の転換(1970年代前半)
こうした技術管理戦略の推進によって,米 国多国籍企業の企業規模はより巨
大なものとなっていった。 しかしながら,逆 にその巨大性ゆえにイノベーショ
ン ・コス トの問題が深刻化す ることとなる。すなわち,技術の巨大化 ・複合化
とともに,開 発に必要なR&D費(と くに基礎研究費)が ますます巨額化する
傾向にあるにもかかわらず(FordandRyan,1981),ようや く開発 した技術
的成果 もその全てが商業的な成功を収めるということはなく,ま た成功 した と
して も開発企業側に十分な報酬 をもたらさぬまま陳腐化 してしまうという状況
があったのである(Midgley,1977;林,1984)。
ここから米国多国籍企業は,こ れまでの内部化 を中心 とした技術管理戦略を
180度転換 し,新 た に非関連企業へ の ライセ ンシ ングに よるロイヤルテ ィ
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(royalty)収入を重視 し始めるのである(Baranson,1978;Telesio,1979;
菰田,1984)。ところが,こ のことは,こ れまで企業内に秘匿化されて きた米
国産優位技術の世界的拡散 を意味 し,そ うした恩恵を最大限に享受 した日本や
西 ドイツ(当 時)の 新興企業の台頭などによって,1970年代に入 り米国単独の
技術優位,すなわちパ ックス ・アメリカーナは崩壊 を迎えることとなる(猪木,
1998;關,2001c)。
つま り,米国多国籍企業は,ロ イヤルティ収入 と引き換えに,か つて内部化
理論が指摘 した 「企業特殊的優位の消散 リスク」の問題に直面することとなっ
たのである。 また,こ うしたライセンシングの他 にも,FDIによって設立 さ
れた米国多国籍企業の海外子会社の研究者やスタッフが競合他社 に引 き抜かれ
るといったスピン ・オフによって,多 くの 「比較優位(技 術,技 術 ノウハ ウ,
経営)」が流出 したことも事実である(MansfieldetaL,1982;菰田,1984)。
さらには,こ うした技術拡散の側面だけでなく,海外投資収益への過度な依存
体質が米国多国籍企業の国内での合理化努力を怠 らせ,そ の結果として自らの
潜在的なイノベーション能力 を低下 させた点 も,米国単独の技術優位を崩壊せ
しめた要因の一つ と考えられている(Gilpin,1975;木下,1981)。
第四節 技術開発戦略の転換(1970年代後半～1980年代前半)
日本や西 ドイツといった新興多国籍企業のイノベーション能力の向上によっ
て,米 国多国籍企業 は再び技術開発戦略を重視することで失われた技術優位の
復活を目指し始めてい く。そうしたなか,新 たにコンピュータやソフ トウェア
に代表 されるハイテク産業が勃興 し始めると,米 国多国籍企業 はこうした知識
集約型産業に相応 しいイノベーション ・スタイルとして,こ れまで米国本国を
中心に設置されてきたR&D体 制を再編し,新 たにR&D拠 点のグローバル化
を志向し始めていったのである。
確かに,こ の当時のR&D拠 点のグローバル化は,そ の実質的な活動内容に
ついて見れば,純粋 な基礎研究か らのR&D機 能を有 してはおらず,む しろ現
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地市場対応に向けた応用開発 を中心 とした 「A&D(Adaptation&Develop-
ment)」であ り,今 日的な意味でのR&D拠 点のグローバル化 とは言 えない
(Creamer,1976;Ronstadt,1977)。しかしなが ら,こ うした技術開発戦略
の転換 は,米 国多国籍企業にとってまさに画期的なものであった。
かつては,海外 に生産 ・販売拠点を持つ米国多国籍企業 も,R&D拠 点に関
しては長 く本社あるいは本国での立地に固執 し続けてきた。なぜ ならば,1960
年代の米国経済最盛期には,米 国は世界のイノベーシ ョン基地 として世界各国
か ら優秀 な頭脳や経営資源が集まり,また市場には世界一評価の厳 しい消費者
で溢れていたからである。 よって,当 時の米国多国籍企業にとってR&D拠 点
のグローバル化は,ほ とんど重視されていなかったのである。
例えば,当 時の研究者達は,企 業が海外で基礎研究や製品開発活動を二重に
行うこと,すなわちR&D拠 点の 「分散化(fragmentation)」など考えられず,
やはり 「統一化(unification)」が多国籍企業に基本的な競争優位をもた らす,
と指摘 している(Fayerweather,1969)。しかし,隆盛を極めた米国多国籍企
業の技術優位が崩れ,各国の多国籍企業による技術開発競争が激化するにつれ,
米国多国籍企業のR&D拠 点の立地をめぐる認識にも大きな変化が訪れること
となったのである。
また,こ うした米国多国籍企業による新たなイノベーション ・スタイルの登
場は,R&D拠 点同士が地理的距離や時間を克服するためのツールであるIT
の発展 を促 し,こ うしたITの基盤技術 としてのソフ トウェア開発が,急 速に
米国において重要視 されることとなった。すなわち,こ の頃を境 に,ハ ー ドウ
ェアか らソフ トウェアへの 「技術体系のパ ラダイム ・シフト」が本格化 し始め
ていたのである(林,1995,1996a,1999)。
そ して,こ うした世界的潮流 に上手 く自らのイノベーション ・スタイルを適
合させ ることに成功 した米国多国籍企業は,ITの基盤技術であるソフ トウェ
アの開発面での技術優位を背景 に,そ の後の世界規模での 「インターネット革
命(lnternetRevolution)」や 「IT革命」を主導することとなる(夏 目,1999)。
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第五節 技術管理戦略の進化(1980年代後半～1990年代前半)
米国多国籍企業 による新たな技術開発戦略は,そ の技術的成果 としてソフ ト
ウェアを生み出し,こ うしたハイテク分野において,米 国は再び技術優位 を取
り戻すこととなる。 しかし今度は,こ うした新技術のグローバルな専有 に向け
て,米 国多国籍企業は再び技術管理戦略を重視 し始めなければならなくなった
のである。
ソフ トウェアといった情報財の特徴 には,①容易に一つの媒体か ら別の媒体
への記録 または複製が可能であること,②複製を行うのに元の財の生産に投入
されたほどの資源量 は必要 としない こと,③複製の価値は元の財 と比較 して差
がないこと,の 三点が挙 げられるとされる(廣 松 ・大平,1990)。つまり,ソ
フ トウェァとは,技術的には第三者によるコピーを防ぎ難いため,開 発者の知
的財産権(こ の場合,特 許権や著作権)が 侵害され易い という性質を有 してい
るのである。そ して,こ うした権利侵害による金額的損失は莫大なものとなり
始め,米 国多国籍企業は次第に危機感 を強めてい くこととなる。
そこで米国政府 は,「プロ ・パテン ト政策(Pro-PatentPolicy)」によって米
国多国籍企業の保有する知的財産権(と くに特許権)を 強化 し,そ うした法的
拘束力を利用 した新技術 のグローバルな専有を米国多国籍企業に奨励 していっ
たのである。そ して,こうした競争政策の歴史的転換(=1929年の大恐慌以来,
米国では特許は独占をもたらすとされ,その効力が弱め られていた。すなわち,
「アンチ ・パテン ト政策[Anti-PatentPolicyコ」にあったということ)は,確
かに米国多国籍企業の技術管理戦略に新たな可能性 を切 り拓いたのである。
すなわち,基 本特許を多 く保有する米国多国籍企業の強みを最大限に生かす
ことで,競 合他社の中核技術 を狙って特許侵害訴訟に持ち込み,あ るいは出願
公開制度の存在 しない米国特許制度を悪用 した 「サブマ リン特許(Submarine
Patent)」によって周知技術の特許権利 を主張することで,主 に 日本やアジア
の企業から多額の賠償金 ・和解金を獲得 していったのである(坂 井,1994;上
山,2000)。前者の特許侵害訴訟では米国Honeywell社とミノルタによる係争,
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後者のサ ブマ リン特許では米国個人発明家J.Lemelson氏と日本 自動車メー
カー11社による係争などが,そ の代表的な例 として挙げられる(何 れも日本側
が和解金を支払い決着)。
そして,こうした知的財産権 を利用 した新たな技術管理戦略の登場によって,
米国多国籍企業は主要な産業において着実に市場独占を実現 しつつあると言え
る。例 えば,今 日,米 国Microsoft社製OSのWindowsや,米国Intel社製
MPUのPentiumなどは,い わゆる 「デ ・ファク ト・ス タンダー ド(DeFacto
Standard)」として独 占的な市場 占有率を誇っている(山 田,1999)。そして,
こうした米国産ソフ トウェァの事実上の独占状態は,特 許権や著作権 といった
知的財産権の侵害訴訟による事業失敗の リスクを恐れた,後 発企業の市場撤退
によって もたらされたものであると考えられている。
例えば,1984～89年にかけて行われた米国lntel社とNEC(日本電気)に よ
るマイクロコー ドの著作権 に関する係争では,結 果的にNEC側 に侵害事実は
認め られなかったものの,NECは 係争に縛 られてオリジナルMPUの 開発 を
断念せざるを得 ない状況に追い込まれている(久 保 田 ・軽部,1995)。こうし
た新規参入企業への抑止効果 も,こ うした技術管理戦略の進化による実効性の
一つである。
第六節 技術開発戦略の進化(1990年代後半)
そ もそ も米 国多 国籍企 業 による企業 間提携 は,R&D負 担 の コス ト軽減 や リ
ス ク分散 の観点 か ら1980年代 頃には既 に活 発化 し始 め ていた とされ る(Mariti
andSmiley,1983)。そ して,1990年代 に入 りそ の動 きは よ り本 格化 し,今 日
では 「知識 リンク」 を狙 ったイノベー シ ョンや業界標準 をめ ぐるグ ローバ ル な
ス タ ンダー ド構 築 な ど多 様 な 目的 か ら,大 規 模 か つ 国 際 的 な 「戦 略 的提 携
(StrategicAlliance)」が数多 く実現 されるに至 っている(松 行,2000;徳田,
2000;高井,2001;竹田他,2001;竹之 内,2001)。
な かで も,社 内外 の優 れ た イノベ ー シ ョン能 力 に対 す るネ ッ トワー クを グ
米国多国籍企業の技術戦略変遷に関する一考察 29ヱ
ローバ ル に形成す る こ とで開発 方式 のオプ シ ョンを多 様化 させ,そ の中か ら最
適 な開発 方式 を選択 す る とい う,い わば戦略 的な 「国際 開発提携 」や 「国際共
同 開発」 を,1990年代 後半 以降 の米国多 国籍企業(例 えば,IT産 業 な ど)は
新 た な技術 開発戦 略 と して重視 し始 めた と考 え られる(中 原,1998,2000;山
本,2001)。
いず れにせ よ,1990年代後 半以 降の米 国多 国籍企 業 による技術 開発戦 略の進
化 と しては,前 述 した① 戦略 的な国際 開発提 携や 国際共 同開発 を始め として,
② 海外研 究所 の 自律性 を高 め,優 れ た技術 開発要員 の ワール ドワイ ドな利 用 を
目指す 「グローバ ルR&Dネ ッ トワー ク」(榊原,1995;高橋,2000;林,1996b,
2001),③世界 最 適調達 を 目指 した アウ トソーシ ングであ る 「ワール ド ・ワイ
ド ・ソーシ ング(WorldwideSourcing:WWS)」(加茂,2000;松崎,2001),
④ 国 際的 かつ大 規模 な 「合 併 ・買収(Merger&Acquisition:M&A)」や米
国CiscoSystems社の 得 意 とす る外 部 のR&D部 門 を 買 収 す る 「A&D
(Acquisition&Development)」(日本 経済 新聞,1998年11月2日付,2001年
3月22日付),な どを新 たに確 認す る ことが で きる と考 え られ る。
第二章21世 紀の米国多国籍企業の技術戦略(2000年代～現在)
第一節 技術戦略の未来一 内的成長から外的成長へ
1990年代後半以降の米国多国籍企業 による技術 開発戦略の進化の特徴 とし
て,イ ノベーション活動における基本的な考え方が,こ れまでの自社の内部資
源 による 「内的成長(internalgrowth)」か ら,新たに他社の外部資源を積極
的に取 り込む形での 「外的成長(externalgrowth)」へ と急速に移行 しつつあ
る点を指摘することができる(日 本経済新聞,1998年11月2日付)。
つま り,1990年代以降の 「グローバ リゼーシ ョン(globalization)」の進展
とそれに伴 う 「メガ ・コンペティション(MegaCompetition)」によって,一
企業の内部資源の範囲内での技術開発戦略の進化を追求する,い わば内的成長
によるイノベーション活動にとうとう限界が訪れたと考えることがで きるので
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ある(日本経済新聞,2001年3月22日付)。
そして,そ うした限界 を克服するために新たに編み出されたのが,前 述 した
米国多国籍企業による技術開発戦略の更なる進化=外 的成長に向けたイノベー
ション ・スタイルの再編であったと考えられるのである。
こうした外的成長時代の到来を象徴する出来事 として,米 国シリコンバ レー
にあったIntervalResearch研究所が閉鎖されたケースを取 り上げてみたい。
同研究所は,1992年に米国Microsoft社の共同創業者が私財を投 じて設立 し,
最盛時には約150名もの研究者 を抱えた大規模 な研究所であった。 しか し,こ
の研究所 はその最大の特徴 として徹底 した秘密主義をとっていたため,外 部 と
の交流が生まれず,い つ しか方向性 を失い,結 局インターネッ トの波 に出遅れ
失敗 したという(日本経済新聞,2000年10月9日付)。
一方,外 的成長を上手 く活用 し実現 された技術的成果には,① インターネッ
トに代表 されるIT,②抗癌剤 といった新薬や 「ヒ トゲノム(=人 問の全遺伝
情報)」に代表される 「バ イオ ・テクノロジー(=生 命工学)」(幸田,2000;
上 山,2000),③買 い手主導型 の 「逆 オークション方式」や 「デ リバ ティブ
(二金融派生商品)」といったIT・金融関連の 「ビジネスモデル(=ビ ジネス
方法)」(今井,2000;幸田,2000;上山,2000),④「マイクロマシン」や 「カー
ボンナノチューブ」 といった 「ナノ ・テクノロジー(=超 微細加工技術)」(日
本経済新聞,2001年5月5日付),などが挙げられ一よう。
こうして,外 的成長の考え方をいち早 く自らの技術開発戦略へ と取 り入れた
米国多国籍企業は,確 かにこうした最新技術の開発面において世界的な競争優
位 を手に入れることがで きた と言える(表1参 照)。しかし,こ うした競争優
位は,何 も技術開発戦略だけに限られた話ではない。米国多国籍企業 による外
的成長時代への技術戦略の更なる進化 は,技術管理戦略においても既 に始まっ
ているのである。前出の技術的成果の専有に際しては,外 部資源 を積極的に活
用する手法からその所有権 の帰属 に関する問題が発生 し易いため,こ こから特
許権やi著作権 といった知的財産権の果たす役割がよ り一層大 きなものとなる
(林,1999)。
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表1文 部科学省 ・第7回技術予測調査(2001年7月17日発表)
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主 な 重 要 技 術 実現予測年
研究が進んでいる国 ・地域
日本 米 国 欧 州
◇生命関連分野
糖尿病,高血圧,動脈硬化に関係する遺伝子群を
突き止め,患者の病因を明確に判定
2013 ○ ◎ △
DNA塩基配列情報から酵素など新しいたんぱく
質の機能を推測する手法の開発
2009 ○ ◎ △
細胞ががん化する信号の伝達を止めてがん細胞を
正常化させる治療法の普及
2020 ○ ◎ △
◇環境関連分野
窒素酸化物排出規制 ・技術の普及 2011 ◎ △ ○
ゼロエミッション技術が進み,産業廃棄物の埋め
立て量が半減
2018 ○ △ ◎
環境ホルモンの人体への健康障害が解明 2015 △ ◎ ○
◇情報関連分野
ハッカーの攻撃からプライバシーや機密が保護で
きる信頼性の高いネットワークシステムの普及
2010 ○ ◎ △
1月2,000円以下で毎秒150メガビットの大容量
ネットワークを自由に利用できる環境の実現
2009 ○ ◎ △
ソフトウェア検証技術が進み,誤 りのない大規模
ソフトウェアの短期開発が可能に
2019 ○ ◎ △
(原注)研究が進んでいる順に,◎→○→△
(出所)「日本経済新聞」2001年7月18日付。
つまり,外 的成長に向けた技術開発戦略には,こ れまで以上にプロ ・パテン
トの考 え方が重視 されるため,必 然的に自らの技術 的成果の専有を制度的に保
証 し得 る知的財産権の実効性 をよ り強化 し得る,技 術管理戦略の進化 もまた不
可欠 となる。前述の技術開発戦略の更なる進化 とほぼ時を同じにして,米 国多
国籍企業 による技術管理戦略の更なる進化 も始 まっており,例 えば①マルチメ
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ディア ・ソフ トとしての 「デジタル ・コンテンツ(DigitalContents)」(文化
庁長官官房著作権課内著作権法令研究会他,1999),②前述の 「DNA遺伝子
情報」あるいは 「遺伝子導入動植物(例 えばTransgenicMouseなど)」(上山,
2000),③同 じく前述の 「ビジネスモデル」(RivetteandKline,2000ab;幸田,
2000;上山,2000),などが新 たに特許権化(① は著作権化)の 対象 として加
えられることとなった。
このように,米 国多国籍企業の技術戦略は,決 して止まることなく進化 し続
けていると言える。では,そ うした21世紀の技術戦略の未来 とは,一 体 どのよ
うなものが想定 されるであろうか。以下では,技術管理戦略 ・技術開発戦略そ
れぞれの未来について,筆 者の試論を展開することとしたい。
第二節 技術管理戦略の未来 一 特許ポー トフォリオ戦略
一般的に特許ポー トフォリオ戦略 とは,「同一分野の発明に関し,複 数の特
許を意識的に取得することにより,特許権を強化 し,競争能力を高める戦略」
であ り,その具体的な行動 としては,「重要技術 に焦点を絞 り,網の 目のごと
く複数の特許を取得する」 ことであると解されている(幸 田,2000)。こうし
たポー トフォリオ分析は,金 融工学 といった分野において確かにその意義は認
識されていたものの,特 許管理の現場では莫大 な時間と経費の面から,か つて
は敬遠されてきた とされる。
ところが,1990年代後半以降,イ ンターネッ ト技術 に代表 されるITの飛躍
的な進歩によ り,かつて数ヶ月もかかっていたポー トフォリオ分析が,インター
ネットを利用 した専用ソフトウェアによる解析 によって数時間で完了 し,しか
も安価 なコス トで実行 で きるようになったので ある(RivetteandKline,
2000ab)。以下では,米 国AuriginSystems社の開発 したインターネッ トを利
用 した特許ポー トフォリオ戦略専用のソフ トウェアを例に,そ の機能について
説明していくこととしたい(關,2001be)(図1参照)。
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特許 引用ツリー
(PatentCitation)
周辺特許取得
(ビジネスモデル特許、
BusinessMeth◎dPatent)
侵害訴訟、
クロス・ライセンシング
売却、
クロス・ライセンシング
クラスタリング
(Clustering)
ブラケッティング
(Bracketing)
(出所)拙 稿(2001b)「21世紀の米国多国籍企業の特許戦略モデ
ルーインターネットを利用した特許ポー トフォリオ戦略」
『商学討究』(小樽商科大学)第51巻第4号 ,391頁。
図1イ ンターネッ トを利用 した特許ポー トフォリオ戦略のチャー ト
まず,KGRivette&D.Klineによれば(Rivette氏は,前 出のAurigin
Systems社の共同設立者 であ り現会長),これ までのR&Dの 現場ではイノ
ベーションと特許管理との関連付けが希薄であり,その理由としては,① 製品
サイクルの短縮化によって特許取得の費用 と時間が無駄になる不安があったこ
と,②競合他社の特許マ ッピングなどを分析すると 「故意の侵害」 という罪に
問われると誤解されていたこと,な どが挙 げられるとしている。
こうした点を改善するためにインターネッ トを利用 した特許ポー トフォリオ
戦 略では,ま ず新製品 ・新市場へ の参入 を図る前 に 「特許取得動 向マ ップ
(LandscapeMap)」を利用 して競合他社 の長期的な開発動向の分析 を行い,
二重投資のリスクを回避iすることが目指される(RivetteandKline,2000a)。
つまり,特許管理部門(あ るいは知的財産部門)とR&D部 門とを連携 させ,
効率良 く技術開発を行い,中 核技術の特許権 を取得することが目指されるので
ある(研 究開発マネジメン ト,2000)。そ して,そ こか ら改めて自社の中核技
術 を定め集中的に開発 を行い,そ れを基本特許 として押さえるのである。 さら
に,競合他社が 自社技術 を模倣で きないように,あ るいは競合他社の基本特許
を無効なもの とするために,方 法やプロセス といった周辺特許を押さえてお く
ことも行われる。
すなわち,い わゆるビジネスモデル特許によって,自 社の基本特許の周囲に
296 商 学 討 究 第52巻第4号
特許の壁 を築 く 「クラスタリング(Clustering)」や,競 合他社 の基本特許 に
関連する周辺特許を囲い込む 「ブラケッティング(Bracketing)」といった防
衛的な特許戦略を行 うのである(RivetteandKline,2000a;今井,2000)。
また,イ ンターネットを利用 した特許ポー トフォリオ戦略では,前 述の特許
マ ッピングか ら自社の技術優位 を強化できる周辺特許を持つ企業を探 し出し,
M&Aを 行 うことも視野 に入れ られているとい う。さらに,「特許引用ツリー
(PatentCitationTree)」の分析 によって,自 社の特許技術か ら多 く引用 して
いる特許技術 を探 し出し訴える戦略が可能となり,また侵害の事実が認められ
なくても他社が自社の特許技術 を引用 していることをロ実 として,そ の技術関
連性の深 さから 「クロス ・ライセンシング(CrossLicensing)」契約 などを結
び,相 手の特許技術 を獲得することも行われるとされる。
逆に,引用 ツリーで照会 し多 く引用 されている特許技術が 自社 にあれば,そ
れは市場価値が高いことを示 していることか ら,それらの売却やクロス ・ライ
センシングが検討 されるという(RivetteandKline,2000a)。こうした特徴は,
インターネットを利用 した特許ポー トフォリオ戦略が,や はり外的成長に適 し
た技術管理戦略であることを意味 している。
以上のようなインターネットを利用 した特許ポー トフォリオ戦略によって,
実際に多 くの米国多国籍企業がR&Dと 特許管理の統合化,あ るいはM&Aや
戦略的提携 といった特許権を利用 した様々な競争戦略を実現 し,市場での独 占
強化や財務実績の向上などに役立てているとされる。その意味では,技術開発
戦略 としての一面 も併せ持ち,外 部資源の活用にも秀でたインターネットを利
用 した特許ポー トフォリオ戦略とは,ま さしく外的成長に適 した米国多国籍企
業による21世紀の技術管理戦略の未来形 として,こ こに紹介することが適当で
あろう。
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第三節 技術開発戦略の未来一 オープンR&D戦略
unix互換の 「基本 ソフ ト(Qperatingsystem:os)」であるLinuxは,代
表的な 「オープンソースソフ トウェア(OpenSourceSoftware:OSS)」として,
昨今急速に注 目を集めつつある。 オープンソースソフ トウェア とは,ソ ース
コー ドが公開され,改 良や配布が無償でできるOSで あ り,フ リーソフ トウェ
アの一種 として位置付け られている(Dibonaetal.,1999;Raymond,1999;
刀1山奇,1999)。
そして,こ うしたLinux開発の発想には,次 の ような情報財に対する新た
な認識が存在 している。すなわち,① 追加一単位生産 して配布するコス トが限
りなくゼ「ロに近づ きつつある,②他者 に伝達 しても自分の手元にも残る,③ 共
有 して他者の持つ別の情報 と組み合わせることで価値が高 まる,④ 同じ情報を
より多 くの人間が持つことで価値が高まる,と いうものである。
つ まり,オープンソースソフ トウェァの世界では,情 報 とは排他的に所有さ
れるべ きものではなく,む しろ積極的に外部 と共有させたり他の情報 と結合さ
せた りして価値 を増大させるべ き存在 として位置付 けられているというのであ
る(國 領他,2000)。これは,ま さしく外的成長の考え方である。
ここか らオープンソースソフ トウェアのイノベーション ・スタイルとは,従
来までのコピーを許さず改変を認めない排他的な所有権の考え方を否定し,さ
らには従来の企業という枠組みを超 えた自由で大規模なサイバー ・スペースに
おける共同開発戦略,す なわち積極的な情報開示 による全 く新 たなR&D戦 略
=オープンR&D戦 略 として位置付けられることとなるのである(Raymond,
1999;川崎,1999;日本経済新聞,2001年1月29日付,2002年1月3日付)。
そして,こ うしたオープンR&D戦 略によって開発されるオープンソースソ
フ トウェアには,Windowsといった従来のソフ トウェアに比べて,① 信頼性
の高いソフ トを開発することができる,② 開発速度が速い,③ 開発経費が少な
くてすむ,④ オープンソースソフ トウェアを使 った新 しいビジネスが展開で き
る,⑤ ユーザーの利益が開発 ・販売会社の動向に左右 されない,等 の数多 くの
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利 点 が 認 め られ てい る(川 崎,1999)。そ して事 実,こ れ ま でMicrosoftの
Windowsの独 占状態 にあ ったos市 場 にも,劇 的 な変化 が起 こ り始め ている。
例 えば,米 国ハ イテ ク調査 会社 のIDCに よ る と,サ ーバー 向 けOS市 場 で
の世界 シェ アも,2000年の10%以下か ら2004年には30%強に達す る との試算 を
発 表 してい る(日本 経済新 聞,2001年2月3日付)。また最近 では,IBMやIntel,
HewlettPackard,De11,0racleといっ た名 立 た る米 国IT多 国籍企 業 が,R
&D部 門や財務部 門 とい った基 幹 シス テムのサ ーバ ー-OSとしてLinuxを採用
す るこ とを決定 してお り,米 国Microsoft社もそ の脅威 を認 めてい る とされる
(日本経済新 聞,2001年2月3日 付)。
さ らには,そ うした米国IT多 国籍企 業 も,自 らオ …ープ ンソース ソ フ トウェ
アの 開発 に乗 り出 し始 めて お り,こ うしたオー プ ンR&D戦 略 は,米 国IT多
国籍 企業 の新 た な技術 開発戦略 として,徐 々 にそ の認知 度 を高 めつつ ある と言
え るので ある(表2参 照)。
表2主 なオープンソースのプロジェク トの比較
社 名 開 発 内 容 成果のライセンス手法の特徴
ヒュ ー レ ッ ト ・
パ ッカー ド
ネ ッ ト用 ソ フ ト 「eス ピー クス」
すべてを公開する最も純粋なライセン
ス手法 「GPL」を利用
インテル
パソコン用視覚ソフトやデータ・
セキュリティ技術など
「GPL」に比べ公開内容を限定できる
「BSD」型ライセンス手法を利用
サ ン ・マ イ ク ロ
シス テ ムズ
ネット用ソフトや半導体技術など
無料で自由に使えるが、他者が製晶に
搭載すればライセンス料を徴収する独
自手法
(出所)「日本経済新聞」2001年ユ月29日付。
しか しながら,こ うしたオープンR&D戦 略にも欠点が無いわけではない。
オープンR&D戦 略の最大の問題点は,や は り特許権の問題である(日 本経済
新聞,2002年1月3日付)。つ まり,オープンソースソフ トウェア開発のケー
スにおいても明 らかな通 り,コ ピーや改変,再 配布 といった特許法が禁 じる行
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為 こそが,逆 にオープンR&D戦 略にとっては欠かせない重要なイノベーショ
ン ・プロセスとなっているため,こ の部分に大 きな矛盾が発生すると考 えられ
ているのである。
例えば,こ うした矛盾か ら現実に,オ ープンソースソフ トウェアのディベロ
ッパー達が特許権からの支配 を逃れるために,逆 に特許権の力 を利用するとい
ったケースも存在するとされている(RivetteandKline,2000a)。また,実 際
にLinux企業内部でも,オ ープンソースソフ トウェアが権利侵害などで訴え
られた場合の防衛手段 として,ク ロス ・ライセンシングの有効性が説かれつつ
あるとされる(Perens,1988)。
この ように,オ ープンR&D戦 略には,未 だ不透明な要素 も多いことは確か
である。 しか しながら,コ ンピュータ ・ソフ トウェア産業においては,も はや
オープンソースソフ トウェア中心のビジネス展開の流れを止めることはで きず
(金子,1999),こうしたまたその"う ね り"は様 々な産業分野へ と今後一層
の波及が予想 されている(日本経済新聞,2002年1月3日付)。その意味では,
外的成長に適したオープンR&D戦 略 とは,ま さに米国多国i籍企業による21世
紀の技術開発戦略の未来形 として,こ こに紹介す ることが適当であるように思
われる。
お わ り に
これまでの考察から,米 国多国籍企業の誕生以来の技術戦略変遷について概
観して きたわけであるが,こ れらの考察には筆者のある考え方が根底にある。
それは,本 稿の冒頭においても触れているが,筆 者にとって とくに20世紀の
米国多国籍企業の技術戦略変遷 とは,あ たか も技術開発戦略と技術管理戦略 と
が交互に台頭を繰 り返すことで以前の戦略の限界や失敗を克服 し,また個々で
の戦略で見 ると現在の戦略が過去の同戦略の教訓 を活かす形でその内容 を進化
させてい く,い わゆる 「サイクル ・モデル(CycleMode1)」として理解 し得
る というものである(關,2000de)。そして,21世紀に入 り外的成長の時代 を
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迎えると,こ うした技術戦略サイクルの意味するものがより鮮明になる。
すなわち,技 術開発戦略 と技術管理戦略とが交互に台頭を繰 り返すといった
技術戦略サイクルが,一 企業の有する内部資源を最大限に活用するための工夫
であったことに気付かされるのである。20世紀の米国多国籍企業の技術戦略と
は,内 部資源の範囲内での技術戦略であったとい うことである。
しか しながら,グ ローバ リゼーションの到来により時代 は外的成長を企業に
求め始めることとなる。こうした動きにいち早 く乗 じた米国多国籍企業は,新
たに外部資源の導入によってかつての内部資源の範囲内という制約 を外 し,自
らの技術戦略をよ り一層進化 させてい くことに成功 したと考え られるのであ
る。そ して,こ うした技術戦略の進化に支えられて米国多国籍企業は,21世紀
の基幹技術 と目されるITやバイオ,ナ ノテクのイノベーションにおいて着実
に競争優位を確立 しつつあ り,またその専有 を制度的に保証 し得る国際的環境
をより一層強化 しつつあるρ
このように考 えるとすれば,米 国の技術ヘゲモニーを支えているもの とは,
やは り米国多国籍企業の技術戦略そのものであると考えられるのである。つま
り,米国の技術ヘゲモニーとは,現 実的には米国多国籍企業が生み出す技術的
成果の集積結果であると考えられるが,理 論的には米国多国籍企業の技術戦略
の絶え間ない進化過程そのものであると考えられる,と いうことである。
技術管理戦略で言えば,か つての内部市場取引による秘匿化から法的拘束力
を背景 とした特許権化への進化であり,さ らにはITにより特許管理の精度を
高めた特許ポー トフォリオ化への進化 の過程である。同じく技術開発戦略で言
えば,か つての本国中心のR&Dシ ステムからR&D拠 点のグローバル化,そ
してグローバルR&Dネ ッ トワークへの進化,さ らにはウェブ上でのオープン
R&Dへ の劇的な進化の過程である。
しかしなが ら,21世紀の米国多国籍企業の新たな技術戦略モデルであると目
される特許ポー トフォリオ戦略 とオープンR&D戦 略は,そ れぞれかつての技
術管理戦略 と技術 開発戦略の進化過程の産物 として位置付 けられるものの,そ
の具体的な戦略内容については相反する部分が多 く,現実 には様々な矛盾が認
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め られることに気付かされる。
例えば,特 許ポー トフォリオ戦略によって技術の特許による囲い込みが進め
ば進むほど,オープンR&D戦 略はその意義を失 うこととなるであろう。また,
同 じくオープンR&D戦 略によって排他的な所有権の考え方が否定されればさ
れるほど,特許ポー トフォリオ戦略はその行 く場を失 うこととなるであろう。
それぞれの技術戦略における進化過程のなかか ら歴史的な必然性 を持って生ま
れた21世紀の二つの技術戦略モデルが,現 実には多 くの矛盾を有していること
を,我 々は一体 どのように理解すべきであるのか。 この点は,今 後の筆者の研
究課題の一つである。
最後に,本稿 の内容は未だ試論の域を出てお らず,こ れまでの筆者の主張を
客観的に裏付ける実証作業が大 きく欠落 している。 また,今 日の多国籍企業研
究にとって不可欠な組織論研究 についても,本稿では大きくその考察を省略し
ている。これらの不足部分の考察については,他 日を期 したい。
(付記:本稿は,2001年4月21日に 「立教大学」において筆者が行った 『企業経済
研究会』での研究報告 「米国IT多国籍企業にみる新たな技術戦略モデル ー 特許
ポートフォリオ戦略とオープンR&D戦略」,同年9月8日 に 「桃山学院大学」に
おいて筆者が行った 『日本経営学会』第75回大会での自由論題報告 「米国多国籍
企業の技術戦略サイクル ・モデル」,同年10月21日に 「パルセいいざか」において
筆者が行った 『国際ビジネス研究学会』第8回全国大会での自由論題報告 「多国
籍企業の技術戦略サイクル ・モデルー第二次世界大戦後の米国多国籍企業による
技術戦略の進化過程」の各報告原稿の内容を基に新たに編集し直したものである。
また本稿は,2001年度文部科学省科学研究費 ・奨励研究(A)「米国IT多国籍企
業のインターネットを利用した特許ポートフォリオ戦略の研究」の研究成果の一
部である。)
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